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「茨城県被保護者等に対する住居・生活サービス等提供事業の規制
に関する条例」が平成２６年１０月１日より施行されます。

茨城県では，被保護者等の生活の安定及び自立の助長を図るため，「茨城県被保護者等に対する住居・生活サービス等提供事業の規制に関する条例」を制定し，被保護者等と住居や生活に関するサービスを提供する事業者との間における公正な取引ルールを定めることで，被保護者等に不当に不利となる事業活動を規制することとなりました。

１．住居・生活サービス等提供事業に係る届出について
（１）事業を開始した日から１か月以内に届け出ること。
（２）届け出た事項を変更した日から１か月以内に届け出ること。
（３）事業を廃止又は休止した日から１か月以内に届け出ること。

２．住居・生活サービス等提供事業に係る契約の締結に当たって
（１）契約締結前に，被保護者等に対して重要事項を説明すること。
（２）契約締結後，速やかに契約書面を交付すること。
（３）解約に関するルールを遵守すること。

３．被保護者等に対する虐待防止について
身体的虐待，心理的虐待，経済的虐待，その他の虐待の防止に関する取組を推進すること。



茨城県保健福祉部福祉指導課

１　条例の対象となる事業



２人以上の被保護者等に対して，住居等の提供に，食事等の生活サービス又は金銭等管理サービスを併せて提供する事業（住居・生活サービス等提供事業）が対象となります。
また，一の事業者が併せて事業を行う場合だけでなく，一の事業者が他の事業者を指定して，併せて事業を行う場合も対象となります。
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※１　「被保護者」とは，生活保護を受けている者及び生活保護を申請している者をいいます。
※２　「生活サービス」とは，衣服，寝具，食事，洗濯，掃除等，日常生活上必要なサービスであって１月を超えて継続的に提供されるものをいいます。
※３　「金銭管理サービス」とは，生活保護費又は生活保護費が払い込まれる預金通帳等の管理を行うサービスをいいます。

◆　条例の対象とならない事業
①法令により，開始につき行政庁の許認可，届出等を要する事業
②法令により，設置につき行政庁の許認可，届出等を要する施設に係る事業
③その他これらに類する事業
（例）
・社会福祉法に規定する社会福祉事業（無料低額宿泊所など）
・老人福祉法に規定する有料老人ホームに係る事業
・高齢者の居住の安定確保に関する法律に規定するサービス付き高齢者向け住宅事業であって，行政庁に登録したもの
・介護保険法に基づく介護保険サービス事業


２　届出について



住居・生活サービス等提供事業を開始したときは，茨城県に届出を行う必要があります。
また，届け出た事項を変更したとき，又は事業を廃止したとき，若しくは休止したときも同様に届出を行う必要があります。


■　届出事項
①　氏名（名称），住所
②　事業の種別
③　住居等を提供する事業者は，当該住居等の建物の名称，所在地
④　指定する事業者の①から③に関する事項　　　　　　　　　　　等

■　届出期日
①　事業を開始したときは，その日から一月以内
②　届け出た事項を変更したときは，その日から一月以内
③　事業を廃止又は休止したときは，その日から一月以内

※　一の事業者が他の事業者を指定して，併せて事業を行う場合には，指定を行う事業者が，自己の指定する事業者についての事項も届出を行う必要があります。
※　条例の施行日に既に事業を行っている場合は，平成２６年１１月１日までに届出を行う必要があります。
３　遵守事項




住居・生活サービス等提供事業を行う場合には，以下のことを遵守しなければなりません。

■　契約締結に当たって
①　事業者は，契約を締結するまでに，被保護者等に対して，契約の重要事項を明らかにし，その内容を説明する書面を交付して説明しなければなりません。
②　事業者は，契約を締結したときは，被保護者等に対して，速やかに契約内容を記載した書面を交付しなければなりません。
③　契約内容は，次の事項を遵守しなければなりません。
(1) 定めなければならないこと
・　被保護者等が住居等に関する契約を解除する場合，予告をしたときは，一月以内で当該契約を解除することができること。

・　事業者に正当な理由が認められる場合の契約の解除について，少なくとも一月前にその予告をしなければならないこと。
・　被保護者等が生活サービスに関する契約又は金銭等管理サービスに関する契約の解除の申入れをしたときは，直ちに当該申入れに係る契約を解除することができること。
(2) 定めてはならないこと
・　被保護者等が生活サービスに関する契約又は金銭等管理サービスに関する契約の解除することを理由として，事業者が住居等に関する契約を解除すること。
・　被保護者等が契約を解除した場合について，被保護者等が当該契約の解除に伴う違約金を支払うこと。

※　条例施行前に締結された契約については，条例が適用されませんが，条例施行後に契約を更新する際には，条例が適用されます。

■　被保護者等に対する虐待防止について
事業者は，被保護者等の権利利益を侵害することがないよう，被保護者等に対する身体的虐待（※１），心理的虐待（※２），経済的虐待（※３），その他の虐待の防止に関する取組を推進しなければなりません。

※１　「身体的虐待」とは，身体に外傷が生じ，又は生じるおそれのある暴行を加えることをいいます。 
※２　「心理的虐待」とは，著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の著しい心理的外傷を与える言動を行うことをいいます。
※３　「経済的虐待」とは，財産を不当に処分することその他不当に財産上の利益を得ることをいいます。

■　違反する事業者に対する罰則について
遵守事項を守らない事業者に対して，勧告，命令を行うことがあります。また，命令に違反した事業者には，罰則（６月以下の懲役又は５０万円以下の罰金）が科せられることがあります。

■　住居・生活サービス等提供事業の運営指針について
「茨城県被保護者等に対する住居・生活サービス等提供事業の基準と当該事業の届出及び運営に関する指針」を事業運営の基準とし，円滑な運営に努めてください。


【問合せ先】
茨城県保健福祉部福祉指導課地域福祉グループ
ＴＥＬ：０２９－３０１－３１５７
ＦＡＸ：０２９－３０１－３１７９
Ｅメール：fukushi1@pref.ibaraki.lg.jp
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